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図-1 試料の粒径加積曲線 
 
表-1 物理特性（浦安砂） 
 
 
表-2 物理特性(潮来砂) 
 
 
図-2 三軸試験機 
F c ρ ds ρ dmax ρ dmin e max e min
(%) (g/cm3) (g/cm3) (g/cm3)
0 2.704 1.544 1.209 1.236 0.752
5 2.685 1.547 1.193 1.250 0.736
10 2.684 1.566 1.199 1.239 0.714
20 2.705 1.603 1.158 1.337 0.688
30 2.695 1.651 1.193 1.259 0.633
ρ s ρ dmax ρ dmin D r F c w L w P I P
(g/cm3) (g/cm3) (g/cm3) (%) (%) (%) (%)
潮来① 2.697 1.724 1.396 0.564 0.932 55.1 4.2
潮来② 2.705 1.708 1.383 0.583 0.955 55.0 4.9
潮来③ 2.695 1.663 1.329 0.620 1.027 54.9 3.2
潮来④ 2.687 1.717 1.397 0.565 0.923 56.3 3.7
潮来① 2.688 1.615 1.295 0.664 1.076 60.2 5.7
潮来② 2.689 1.602 1.292 0.679 1.081 59.8 6.5
潮来③ 2.694 1.620 1.304 0.663 1.066 68.5 6.6
潮来④ 2.692 1.596 1.277 0.686 1.108 66.7 3.6
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三軸ベンダーエレメント試験による細粒分含有砂の液状化強度と S波速度の関係 
Liquefaction strength versus S-wave velocity relationship for 
sand containing fines by triaxial bender element tests 
 
１．はじめに  
一般に長い年月を経て形成された自然堆積土は
時間経過により骨格構造が含有鉱物の化学反応な
どにより安定し，液状化強度が増大する年代効果
があると考えられる．しかし，通常行われている
再構成試料による室内力学試験では年代効果を考
慮しているとは言い難いため，原位置液状化強度
の評価において年代効果を考慮することは重要で
ある．土の年代効果を反映している可能性のある
簡便な原位置パラメータとして，せん断波速度 Vs
があげられる． 
本研究では同一供試体でベンダーエレメント
（以降，B.E.）試験と液状化試験を行える三軸試
験機を用い，Vsと液状化強度の関係を調べた．ま
ず基礎的試験として千葉県浦安砂（相対密度
Dr=30, 50, 70%，細粒分含有率 Fc=0, 5, 10, 20, 30%）
の室内調整試料による試験を行い，各パラメータ
が与える影響について検討した．また，堆積年代
が既知の原位置不攪乱試料のせん断波速度 Vsと液
状化強度 RL を測定し，さらに原位置密度に調整
した再構成試料との比較により，年代効果が砂の
Vsと RLに与える影響について検討した． 
 
２．試験試料と試験方法 
基礎的試験には千葉県浦安砂を用いた．原位置
不攪乱試料試験には東北地方太平洋沖地震(2011
年)により液状化したとされる茨城県潮来市日の出
地区の GL-0.98～1.41m間で採取した試料を用い
た．図-1に粒径加積曲線，表-1及び表-2に物理
特性を示す．「液状化後試料」はトレンチ調査に
より，トレンチ壁面のラミナの観察から液状化の
乱れが見られた場所，「非液状化試料」は乱れが
見られなかった場所で採取した試料である．潮来
市は昭和 44年に浚渫土によって宅地造成された
地域で，堆積年代は約 40年である 1)．細粒分含有
率は低く，非塑性である．内径 70～80mm，高さ
120mmの塩ビチューブの先端にテーパーをつけ，
チューブ先端の砂を掻き出しながら，木ヅチによ
る軽い圧入により地盤中に水準計を使ってなるべ
く鉛直に押し込むことによりブロックサンプリン
グした． 
試験には図-2のような供試体直径 50mm，高さ
100mmの小型三軸試験機を用いた．基礎的試験で
は圧密後相対密度 Dr が目標値になるように，試
料を 5層に分けてモールド内で締固め，供試体を
作製した．一方，原位置不攪乱試料を用いた試験
では，まず採取した原位置不攪乱試料をトリマー
とマイターボックスで直径 50mm，高さ 100mm
の供試体に成形した．その後，B.E.の付いたペデ
スタルにセットし，上から B.E.付きのキャップを
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図-3 室内調整試料の液状化強度曲線 
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図-4 原位置不攪乱試料と再構成試料の液状化強度曲線 
 
図-5 室内調整試料の相対密度とせん断波速度の関係 
 
図-6 室内調整試料の相対密度と応力比の関係 
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押し込んだ．再構成試料については，試験が終わ
った不攪乱試料を炉乾燥させ，原位置密度になる
ように，試料を 5 層に分けてモールド内で締固め，
供試体を作成した．脱気水通水後，バックプレッ
シャーを 196kPa，有効拘束圧を 98kPaで等方圧密
し，圧密終了後に B.E.試験を行う． 
 B.E.試験では，ファンクションジェネレーター
から発信した電圧信号をペデスタルの発振部 B.E.
およびデジタルオシロスコープに送り，また供試
体中を伝播したせん断波がキャップの受振部 B.E.
に到達して生じた電圧信号をオシロスコープに送
る．これらの発・受信電圧波形をデジタルデータ
としてパソコンに集録し，両者の時間差 ∆t を読
み取る．この際，発信波の周波数を 2 通りに変え，
逆位相の波も含め発信波・受信波データをサンプ
リングし，それら 4つのデータから得られたせん
断波伝播時間 ∆t の平均を Vsの計算に使用する．
液状化試験では一定応力振幅 σd，周波数 f=0.05Hz
で非排水繰返し載荷を行い，両振幅軸ひずみ εDA
が 10%以上に達した時点で試験を終了した． 
 発振・受振部の B.E.は端面から 7.0mm供試体
内部まで挿し込まれており，供試体高さ H はせん
断波の実質伝播距離 H’と異なっているため，せん
断波が発信・受信される 2点間の実質の伝播距離
をあらかじめ決めておく必要がある．つまり，供
試体の高さ H から ∆H を差し引いた補正高さ H’を
用いて，せん断波速度 Vsを算出する． 
 
３．試験結果 
図-3は浦安砂（Dr≒30, 50, 70%，Fc=0, 5, 10, 20, 
30%）の両振幅ひずみ εDA=5%に達する繰り返し
応力比 RLと繰返し回数 Nc についての液状化強度
曲線である．Drの増加に伴い RL も増加すること
がわかる． また，Dr=50%では，Fc の増加に伴い
RL は低下することがわかる．Fc=20, 30%ではほぼ
同じ曲線になることがわかる 
図-4は原位置不攪乱試料のMP補正後の液状化
強度曲線である．非液状化試料ついては不攪乱試
料と再構成試料で液状化強度の変化はみられない
ことが読み取れる．潮来市の地盤は堆積構造が発
達する以前の地盤であったため，強度が変化しな
かったと考えられる．一方，液状化後試料は不攪
乱試料に比べ再構成試料の液状化強度が減少して
いることがわかる．これは一度，液状化した地盤
は間隙水の消散に伴い密になり，粒子の再堆積に
よって強度が増加するためと考えられる． 
図-5，図-6は浦安砂（Dr≒30, 50, 70%，Fc=0, 5, 
10, 20, 30%）の相対密度に対するせん断波速度及
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図-7 原位置不攪乱試料と再構成試料の相対密度と 
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図-8 原位置不攪乱試料と再構成試料の相対密度と 
応力比の関係 
 
図-9 室内調整試料の細粒分含有率と 
せん断波速度の関係 
 
図-10 室内調整試料の細粒分含有率と応力比の関係 
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び液状化応力比の関係を示している．Drの増加に
伴い、Vs，RLともに増加していることがわかる．
しかし，RL の方が Dr に対する増加割合が大きい．
つまり，Vsは相対密度 Drの変化に対し感度の低
いパラメータといえるため，Vsから液状化強度を
評価するためには精度の高い測定が必要であるこ
とになる．また，Dr=50%では，Fc の増加に伴い
Vs，RL10 共に低下傾向を示す．Fc=20,30% におい
ては, RL10 はほぼ同じ値をとっていることがわか
る. 
図-7，図-8は原位置不攪乱試料の同様な関係を
示している．本来，原位置不攪乱試料と同程度の
密度に調整するはずであったが，再構成試料の密
度は原位置不攪乱試料の密度と若干異なっている．
非液状化試料では，再構成試料は原位置不攪乱試
料に比べ，Vs が若干増加しており，RL はほとんど
変化していないことが分かる．また，液状化後試
料は Vs，RL ともに減少していることがわかる．
特に RL の低下傾向が顕著であり，不攪乱と再構
成の違いは Vs より RL に大きく表れることが分か
る．また，今回の相対密度の範囲 (Dr≒46~56%, 
51~69%)においは RL，Vsは共に Drによらずほぼ
一定値を示す結果が得られた． 
図-9, 図-10は浦安砂（Dr≒30, 50, 70%，Fc=0, 5, 
10, 20, 30%）の細粒分含有率に対するせん断波速
度及び液状化応力比の関係を示している．Dr≒30, 
70%のプロットは以前 (H24)行われた試験結果 2)
である．Vsは Fc が高くなるにつれ相対密度 Dr に
よらず減少する傾向があるが，Fc=20%以上にな
ると変化はほとんど目立たなくなる．RL10は Dr≒
70, 50%のときは Vs と同様な傾向を示しているが
Dr≒30%では Fcによる変化があまり見られないこ
とが分かる． 
図-11に浦安砂を用いた基礎的試験及び潮来市
の原位置不攪乱試料とそれを攪乱してから同じ密
度に詰め直した再構成試料試験から得られた応力
比 RL10 とせん断波速度 Vsの直接的関係を，異な
るプロットで示す．潮来試料を用いた試験では有
効拘束圧 49kPaで等方圧密しているため，計測し
た VSを po=98kPaに基準化した VSをプロットして
いる．図中に破線で示すカーブは既往の研究 3)4)
で提案された液状化と非液状化を隔てる点を結ぶ
カーブで，破線の右は非液状化側，左は液状化側
である． 
浦安砂を用いた基礎的試験による結果は既往の
提案カーブよりは，Vs の変化に対する RL10の変化
割合が非常に大きいことが読み取れる．浦安砂に
細粒分を加えていくと，Vs，RL共に低下傾向を示
す． 
一方，潮来市の原位置不攪乱試料及び再構成試
 料による試験結果は既往の提案カーブと類似的な
傾向を示すことが確認できるが，非液状化試料と
液状化後試料で異なる傾向を示している． 
図-12に約 2000年前に堆積した低塑性の埼玉県
久喜市原位置不攪乱試料を用いた試験結果 2)との
比較を示す．久喜試料の場合，再構成試料は原位
置不攪乱採取試料に比べて RL10，Vs共に小さく，
図の左下方にプロットされている．これは年代効
果を受けた砂の特性と考えられるが，潮来砂では
同様な特性はみられなかった．自然地盤で年代効
果の発現に要する年数，強度増加やセメンテーシ
ョン効果が表れるタイミングなど未解決な問題が
多い．今後，さらに多地点での採取試料によりデ
ータを強化し確認していく必要がある． 
 
４．まとめ 
1) 浦安砂の室内調整試料の試験により，応力
比 RL10，せん断波速度 Vsは共に相対密度が
高くなるにつれ増加する傾向があり，特に
応力比 RL10は，せん断波速度 Vsに比べて変
化割合が大きいことが分かった． 
2) 浦安砂の室内調整試料の試験により，せん
断波速度 Vsと応力比 RL10は既往の研究結果
に比べて Vsのわずかな増加に対し応力比が
急激に増加する結果となった．液状化強度
比 RL10の変化割合は Vsの変化割合よりはる
かに大きいため，せん断波速度 Vs により液
状化判定を行うためには，Vs の測定精度を
高める必要があると言える． 
3) 浦安砂の試験では，せん断波速度 Vsは同じ
Dr で細粒分含有率 Fcが高くなると減少す
る傾向があり，Fc=20%以上になると変化は
ほとんど目立たなくなる．一方，応力比
RL10では Dr≒70, 50%で細粒分含有率 Fc を
増加させると Vsと同様な傾向を示すが Dr
≒30%では Fcによる変化があまり見られず
一定な値となる． 
4) 約 40年前に浚渫された地盤から採取した
試料については，非液状化試料と液状化後
試料で異なる傾向を示した．液状化後の試
料については，不攪乱試料に比べて攪乱試
料の液状化強度とせん断波速度は小さくな
り，特に RL10の違いは大きいことが分かっ
た．非液状化試料の場合，不攪乱試料と．
再構成試料では強度の変化はみられなかっ
た． 
5) 約 2000年前に堆積した低塑性の不攪乱試
料の試験から再構成試料は原位置不攪乱採
取試料に比べて RL10，Vs共に小さく，特に
RL の違いは大きいことがわかった．これは
年代効果を受けた砂の特性と考えられるが，
今後さらなるデータの集積が必要である． 
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図-12 せん断波速度及び応力比の関係 
(潮来原位置試料と久喜原位置試料) 
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図-11 せん断波速度及び応力比の関係 
(潮来原位置試料と浦安砂) 
